
JP 2010-182449 A 2010.8.19

10

(57)【要約】
【課題】光の取出し効率を向上することができる有機Ｅ
Ｌ表示装置の提供。
【解決手段】本発明の有機ＥＬ表示装置は、透明電極及
び対向電極と、前記透明電極及び前記対向電極の間に発
光層を含む有機化合物層とを有する有機ＥＬ素子と、前
記発光層から放出された光の光路上であって、前記透明
電極に隣接する位置に配置された微粒子含有層とを備え
る有機ＥＬ表示装置において、前記微粒子含有層は、前
記透明電極の屈折率以下の屈折率を有する有機樹脂材料
と、前記有機樹脂材料の屈折率よりも屈折率が高く、重
量平均粒径が０．５μｍ～５μｍである微粒子とを含み
、かつ、厚みが２μｍ～１０μｍであることを特徴とす
る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透明電極及び対向電極と、前記透明電極及び前記対向電極の間に発光層を含む有機化合
物層とを有する有機ＥＬ素子と、
　前記発光層から放出された光の光路上であって、前記透明電極に隣接する位置に配置さ
れた微粒子含有層とを備える有機ＥＬ表示装置において、
　前記微粒子含有層は、前記透明電極の屈折率以下の屈折率を有する有機樹脂材料と、前
記有機樹脂材料の屈折率よりも屈折率が高く、重量平均粒径が０．５μｍ～５μｍである
微粒子とを含み、かつ、厚みが２μｍ～１０μｍであることを特徴とする有機ＥＬ表示装
置。
【請求項２】
　微粒子含有層における微粒子が、一次粒子である請求項１に記載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項３】
　微粒子含有層が、さらに微粒子分散剤を含む請求項１から２のいずれかに記載の有機Ｅ
Ｌ表示装置。
【請求項４】
　微粒子含有層の透明電極とは反対側に配置された反射板と、前記反射板の前記微粒子含
有層とは反対側に配置された層間絶縁層と、前記層間絶縁層の前記反射板とは反対側に配
置された基板とをさらに備える請求項１から３のいずれかに記載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項５】
　微粒子含有層の透明電極とは反対側に配置された基板をさらに備える請求項１から３の
いずれかに記載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項６】
　パシベーション層上に配置された有機薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）をさらに備える請求
項４から５のいずれかに記載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項７】
　駆動方式がＴＦＴ駆動である請求項６に記載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項８】
　微粒子含有層に、透明電極と有機薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）とを接続するコンタクト
ホールが形成されている請求項６から７のいずれかに記載の有機ＥＬ表示装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機ＥＬ表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機エレクトロルミネッセンス表示装置（有機ＥＬ表示装置）は自発光型の表示装置で
あり、ディスプレイや照明の用途に用いられる。有機ＥＬディスプレイは、従来のＣＲＴ
やＬＣＤと比較して視認性が高い、視野角依存性がないといった表示性能の利点を有する
。またディスプレイを軽量化、薄層化できるといった利点もある。一方、有機ＥＬ照明は
軽量化、薄層化といった利点に加え、フレキシブルな基板を用いることでこれまで実現で
きなかった形状の照明を実現できる可能性を持っている。
【０００３】
　前記有機ＥＬ表示装置は上記のように優れた特徴を有するが、一般に、発光層を含め表
示装置を構成する各層の屈折率は空気より高い。例えば、有機ＥＬ表示装置では、発光層
など有機薄膜層の屈折率は１．６～２．１である。このため、発光した光は界面で全反射
しやすく、その光取り出し効率は２０％に満たず、大部分の光を損失している。
【０００４】
　この光の取り出し効率を向上させる手法としては、透明電極の光取り出し面側に隣接す
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る透明層を設け、この透明層の光取り出し面側に隣接してあるいは透明層の内部に実質的
に光の反射・散乱角に乱れを生じさせる領域を設ける方法（例えば、特許文献１参照）、
発光層から放出する光が有機物層を出射してから光透過性絶縁層に至るまでの光路上に、
微粒子がベース材料中に分散されている微粒子分散層を設ける方法（例えば、特許文献２
参照）、有機ＥＬ素子界面での全反射を抑制する位置に回折格子又はゾーンプレートを形
成する方法（例えば、特許文献３参照）、及び、光透過性基板と光透過性電極との界面で
全反射するような角度範囲で光透過性電極に入射する入射光の少なくとも一部は散乱およ
び／または回折して光透過性基板を経て外部に出射でき、光透過性基板と光透過性電極に
入射する入射光を弱散乱および／または透過して光透過性基板を経て外部に出射できる構
成とされた光学手段を、光透過性基板と光透過性電極との間に設ける方法（例えば、特許
文献４参照）などが提案されている。
【０００５】
　しかしながら、上述した特許文献１に記載の方法では、光散乱効率を向上するためには
光の反射・散乱角に乱れを生じさせる領域の厚みを厚くする必要があり、この領域にコン
タクトホールを開けることが困難となり、有機ＥＬ表示装置に応用することができないと
いう問題があった。
【０００６】
　また、上述した特許文献２に記載の方法では、微粒子分散層は、厚みが薄く、含まれる
微粒子の粒径が大きいため、光散乱効率が悪く、また、微粒子が凝集しやすいため、微粒
子分散層の表面凹凸が大きくなって、画像に滲みやぼけが発生するという問題があった。
さらに、上述した特許文献２に記載の方法では、製造法（プロセス）が複雑となってしま
うという問題があった。
【０００７】
　また、上述した特許文献３及び４に記載の方法では、光の取り出し効率が未だ不十分で
あるという問題が発生していた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００４－２９６４２９号公報
【特許文献２】特開２００６－１０７７４４号公報
【特許文献３】特許第２９９１１８３号公報
【特許文献４】特開２００６－５４１９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、従来における前記問題を解決し、以下の目的を達成することを課題とする。
　即ち、本発明は、光の取出し効率を向上し、かつ、画像にじみを低減することができる
有機ＥＬ表示装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前記課題を解決するための手段としては、以下の通りである。即ち、
　＜１＞　透明電極及び対向電極と、前記透明電極及び前記対向電極の間に発光層を含む
有機化合物層とを有する有機ＥＬ素子と、前記発光層から放出された光の光路上であって
、前記透明電極に隣接する位置に配置された微粒子含有層とを備える有機ＥＬ表示装置に
おいて、前記微粒子含有層は、前記透明電極の屈折率以下の屈折率を有する有機樹脂材料
と、前記有機樹脂材料の屈折率よりも屈折率が高く、重量平均粒径が０．５μｍ～５μｍ
である微粒子とを含み、かつ、厚みが２μｍ～１０μｍであることを特徴とする有機ＥＬ
表示装置である。
　該＜１＞に記載の有機ＥＬ表示装置では、発光層が放出された光が、微粒子含有層を通
過する際に散乱される。
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　＜２＞　微粒子含有層における微粒子が、一次粒子である前記＜１＞に記載の有機ＥＬ
表示装置である。
　＜３＞　微粒子含有層が、さらに微粒子分散剤を含む前記＜１＞から＜２＞のいずれか
に記載の有機ＥＬ表示装置である。
　＜４＞　微粒子含有層の透明電極とは反対側に配置された反射板と、前記反射板の前記
微粒子含有層とは反対側に配置された層間絶縁層と、前記層間絶縁層の前記反射板とは反
対側に配置された基板とをさらに備える前記＜１＞から＜３＞のいずれかに記載の有機Ｅ
Ｌ表示装置である。
　該＜４＞に記載の有機ＥＬ表示装置は、発光層から放出された光が透明電極を通過し、
前記透明電極を通過した光が微粒子含有層を通過し、前記微粒子含有層を通過した光が反
射板において反射され、反射板において反射された光が前記微粒子含有層を通過し、前記
微粒子含有層を通過した光が前記透明電極を通過するトップエミッション方式である。
　＜５＞　微粒子含有層の透明電極とは反対側に配置された基板をさらに備える前記＜１
＞から＜３＞のいずれかに記載の有機ＥＬ表示装置である。
　該＜５＞に記載の有機ＥＬ表示装置は、発光層から放出された光が透明電極を通過し、
前記透明電極を通過した光が微粒子含有層を通過し、前記微粒子含有層を通過した光が基
板を通過するボトムエミッション方式である。
　＜６＞　パシベーション層上に配置された有機薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）をさらに備
える前記＜４＞から＜５＞に記載の有機ＥＬ表示装置である。
　＜７＞　駆動方式がＴＦＴ駆動である前記＜６＞に記載の有機ＥＬ表示装置である。
　＜８＞　微粒子含有層に、透明電極と有機薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）とを接続するコ
ンタクトホールが形成されている前記＜６＞から＜７＞のいずれかに記載の有機ＥＬ表示
装置である。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によると、従来における問題を解決することができ、光の取出し効率を向上し、
かつ、画像にじみを低減することができる有機ＥＬ表示装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は、トップエミッション方式の有機ＥＬ表示装置の構成の一例を示す図であ
る。
【図２】図２は、ボトムエミッション方式の有機ＥＬ表示装置の構成の一例を示す図であ
る。
【図３Ａ】図３Ａは、有機ＥＬ表示装置における有機ＥＬ用ＴＦＴ基板の製造方法の一例
を示す図である（その１）。
【図３Ｂ】図３Ｂは、有機ＥＬ表示装置における有機ＥＬ用ＴＦＴ基板の製造方法の一例
を示す図である（その２）。
【図３Ｃ】図３Ｃは、有機ＥＬ表示装置における有機ＥＬ用ＴＦＴ基板の製造方法の一例
を示す図である（その３）。
【図３Ｄ】図３Ｄは、有機ＥＬ表示装置における有機ＥＬ用ＴＦＴ基板の製造方法の一例
を示す図である（その４）。
【図４】図４は、トップエミッション方式の有機ＥＬ表示装置における有機ＥＬ用ＴＦＴ
基板の一例を示す図である。
【図５】図５は、ボトムエミッション方式の有機ＥＬ表示装置における有機ＥＬ用ＴＦＴ
基板の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の有機ＥＬ表示装置について、詳細に説明する。
【００１４】
（有機ＥＬ表示装置）
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　前記有機ＥＬ表示装置としては、少なくとも、有機ＥＬ素子と、微粒子含有層とを有し
てなり、さらに必要に応じて、その他の部材を有してなる。
【００１５】
＜有機ＥＬ素子＞
　前記有機ＥＬ素子は、陰極と陽極（透明電極と対向電極）を有し、両電極の間に発光層
（有機発光層）を含む有機化合物層を有する。発光素子の性質上、陽極及び陰極のうち少
なくとも一方の電極は、透明であることが好ましい。
【００１６】
　前記有機化合物層の積層の形態としては、陽極側から、正孔輸送層、有機発光層、電子
輸送層の順に積層されている態様が好ましい。さらに、正孔輸送層と陽極との間に正孔注
入層、及び／又は有機発光層と電子輸送層との間に、電子輸送性中間層を有する。また、
有機発光層と正孔輸送層との間に正孔輸送性中間層を、同様に陰極と電子輸送層との間に
電子注入層を設けてもよい。
　尚、各層は複数の二次層に分かれていてもよい。
　有機発光層は前記発光層に、陽極と陰極、及び有機発光層以外の各層は前記その他の部
材に、それぞれ対応する。
【００１７】
　有機化合物層を構成する各層は、蒸着法やスパッタ法等の乾式製膜法、転写法、印刷法
、塗布法、インクジェット法、およびスプレー法等いずれによっても好適に形成すること
ができる。
【００１８】
＜＜陽極＞＞
　陽極は、通常、有機化合物層に正孔を供給する電極としての機能を有していればよく、
その形状、構造、大きさ等については特に制限はなく、発光素子の用途、目的に応じて、
公知の電極材料の中から適宜選択することができる。前述のごとく、陽極は、通常、透明
陽極として設けられる。
【００１９】
　陽極の材料としては、例えば、金属、合金、金属酸化物、導電性化合物、又はこれらの
混合物が好適に挙げられる。陽極材料の具体例としては、アンチモンやフッ素等をドープ
した酸化錫（ＡＴＯ、ＦＴＯ）、酸化錫、酸化亜鉛、酸化インジウム、酸化インジウム錫
（ＩＴＯ）、酸化亜鉛インジウム（ＩＺＯ）等の導電性金属酸化物、金、銀、クロム、ニ
ッケル等の金属、さらにこれらの金属と導電性金属酸化物との混合物又は積層物、ヨウ化
銅、硫化銅などの無機導電性物質、ポリアニリン、ポリチオフェン、ポリピロールなどの
有機導電性材料、及びこれらとＩＴＯとの積層物などが挙げられる。この中で好ましいの
は、導電性金属酸化物であり、特に、生産性、高導電性、透明性等の点からはＩＴＯが好
ましい。
【００２０】
　陽極は、例えば、印刷方式、コーティング方式等の湿式方式、真空蒸着法、スパッタリ
ング法、イオンプレーティング法等の物理的方式、ＣＶＤ、プラズマＣＶＤ法等の化学的
方式などの中から、陽極を構成する材料との適性を考慮して適宜選択した方法に従って、
前記基板上に形成することができる。例えば、陽極の材料として、ＩＴＯを選択する場合
には、陽極の形成は、直流又は高周波スパッタ法、真空蒸着法、イオンプレーティング法
等に従って行うことができる。
【００２１】
　前記有機ＥＬ素子において、陽極の形成位置としては、特に制限はなく、発光素子の用
途、目的に応じて適宜選択することができるが、前記基板上に形成されるのが好ましい。
この場合、陽極は、基板における一方の表面の全部に形成されていてもよく、その一部に
形成されていてもよい。
【００２２】
　なお、陽極を形成する際のパターニングとしては、フォトリソグラフィーなどによる化
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学的エッチングによって行ってもよいし、レーザーなどによる物理的エッチングによって
行ってもよく、また、マスクを重ねて真空蒸着やスパッタ等をして行ってもよいし、リフ
トオフ法や印刷法によって行ってもよい。
【００２３】
　陽極の厚みとしては、陽極を構成する材料により適宜選択することができ、一概に規定
することはできないが、通常、１０ｎｍ～５０μｍ程度であり、５０ｎｍ～２０μｍが好
ましい。
【００２４】
　陽極の抵抗値としては、１０３Ω／□以下が好ましく、１０２Ω／□以下がより好まし
い。陽極が透明である場合は、無色透明であっても、有色透明であってもよい。透明陽極
側から発光を取り出すためには、その透過率としては、６０％以上が好ましく、７０％以
上がより好ましい。
【００２５】
　なお、透明陽極については、沢田豊監修「透明導電膜の新展開」シーエムシー刊（１９
９９）に詳述があり、ここに記載される事項を本発明に適用することができる。耐熱性の
低いプラスティック基材を用いる場合は、ＩＴＯ又はＩＺＯを使用し、１５０℃以下の低
温で成膜した透明陽極が好ましい。
【００２６】
＜＜陰極＞＞
　陰極は、通常、有機化合物層に電子を注入する電極としての機能を有していればよく、
その形状、構造、大きさ等については特に制限はなく、発光素子の用途、目的に応じて、
公知の電極材料の中から適宜選択することができる。
【００２７】
　陰極を構成する材料としては、例えば、金属、合金、金属酸化物、電気伝導性化合物、
これらの混合物などが挙げられる。具体例としてはアルカリ金属（たとえば、Ｌｉ、Ｎａ
、Ｋ、Ｃｓ等）、アルカリ土類金属（たとえばＭｇ、Ｃａ等）、金、銀、鉛、アルミニウ
ム、ナトリウム－カリウム合金、リチウム－アルミニウム合金、マグネシウム－銀合金、
インジウム、およびイッテルビウム等の希土類金属などが挙げられる。これらは、１種単
独で使用してもよいが、安定性と電子注入性とを両立させる観点からは、２種以上を好適
に併用することができる。
【００２８】
　これらの中でも、陰極を構成する材料としては、電子注入性の点で、アルカリ金属やア
ルカリ土類金属が好ましく、保存安定性に優れる点で、アルミニウムを主体とする材料が
好ましい。
　アルミニウムを主体とする材料とは、アルミニウム単独、アルミニウムと０．０１質量
％～１０質量％のアルカリ金属又はアルカリ土類金属との合金若しくはこれらの混合物（
例えば、リチウム－アルミニウム合金、マグネシウム－アルミニウム合金など）をいう。
【００２９】
　なお、陰極の材料については、特開平２－１５５９５号公報、特開平５－１２１１７２
号公報に詳述されており、これらの広報に記載の材料は、本発明においても適用すること
ができる。
【００３０】
　陰極の形成方法については、特に制限はなく、公知の方法に従って行うことができる。
例えば、印刷方式、コーティング方式等の湿式方式、真空蒸着法、スパッタリング法、イ
オンプレーティング法等の物理的方式、ＣＶＤ、プラズマＣＶＤ法等の化学的方式などの
中から、前記した陰極を構成する材料との適性を考慮して適宜選択した方法に従って形成
することができる。例えば、陰極の材料として、金属等を選択する場合には、その１種又
は２種以上を同時又は順次にスパッタ法等に従って行うことができる。
【００３１】
　陰極を形成するに際してのパターニングは、フォトリソグラフィーなどによる化学的エ
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ッチングによって行ってもよいし、レーザーなどによる物理的エッチングによって行って
もよく、マスクを重ねて真空蒸着やスパッタ等をして行ってもよいし、リフトオフ法や印
刷法によって行ってもよい。
【００３２】
　前記有機ＥＬ素子において、陰極形成位置は特に制限はなく、有機化合物層上の全部に
形成されていてもよく、その一部に形成されていてもよい。
　また、陰極と前記有機化合物層との間に、アルカリ金属又はアルカリ土類金属のフッ化
物、酸化物等による誘電体層を０．１ｎｍ～５ｎｍの厚みで挿入してもよい。この誘電体
層は、一種の電子注入層と見ることもできる。誘電体層は、例えば、真空蒸着法、スパッ
タリング法、イオンプレーティング法等により形成することができる。
【００３３】
　陰極の厚みは、陰極を構成する材料により適宜選択することができ、一概に規定するこ
とはできないが、通常１０ｎｍ～５μｍ程度であり、５０ｎｍ～１μｍが好ましい。
　また、陰極は、透明であってもよいし、不透明であってもよい。なお、透明な陰極は、
陰極の材料を１ｎｍ～１０ｎｍの厚さに薄く成膜し、さらにＩＴＯやＩＺＯ等の透明な導
電性材料を積層することにより形成することができる。
【００３４】
＜＜有機化合物層＞＞
　前記有機ＥＬ素子は、有機発光層を含む少なくとも一層の有機化合物層を有しており、
有機発光層以外の他の有機化合物層としては、正孔輸送層、電子輸送層、正孔ブロック層
、電子ブロック層、正孔注入層、電子注入層、等の各層が挙げられる。
【００３５】
　前記有機ＥＬ素子において、有機化合物層を構成する各層は、蒸着法やスパッタ法等の
乾式製膜法、湿式塗布方式、転写法、印刷法、インクジェット方式等いずれによっても好
適に形成することができる。
【００３６】
＜＜＜有機発光層＞＞＞
　前記有機発光層は、電界印加時に、陽極、正孔注入層、又は正孔輸送層から正孔を受け
取り、陰極、電子注入層、又は電子輸送層から電子を受け取り、正孔と電子の再結合の場
を提供して発光させる機能を有する層である。
　前記有機発光層は、発光材料のみで構成されていてもよく、ホスト材料と発光性ドーパ
ントの混合層とした構成でもよい。発光性ドーパントは蛍光発光材料でも燐光発光材料で
あってもよく、２種以上であってもよい。ホスト材料は電荷輸送材料であることが好まし
い。ホスト材料は１種であっても２種以上であってもよく、例えば、電子輸送性のホスト
材料とホール輸送性のホスト材料を混合した構成が挙げられる。さらに、有機発光層中に
電荷輸送性を有さず、発光しない材料を含んでいてもよい。
　また、有機発光層は１層であっても２層以上であってもよく、それぞれの層が異なる発
光色で発光してもよい。
【００３７】
　前記発光性ドーパントとしては、燐光性発光材料、蛍光性発光材料等いずれもドーパン
ト（燐光発光性ドーパント、蛍光発光性ドーパント）として用いることができる。
　前記有機発光層は、色純度を向上させるためや発光波長領域を広げるために２種類以上
の発光性ドーパントを含有することもできる。前記発光性ドーパントは、さらに前記ホス
ト化合物との間で、イオン化ポテンシャルの差（ΔＩｐ）と電子親和力の差（ΔＥａ）が
、１．２ｅＶ＞△Ｉｐ＞０．２ｅＶ、及び／又は１．２ｅＶ＞△Ｅａ＞０．２ｅＶの関係
を満たすドーパントであることが駆動耐久性の観点で好ましい。
【００３８】
　前記燐光発光性ドーパントとしては、特に限定はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、遷移金属原子又はランタノイド原子を含む錯体を挙げることができる。
　前記遷移金属原子としては、特に限定はなく、目的に応じて適宜選択することができる
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が、ルテニウム、ロジウム、パラジウム、タングステン、レニウム、オスミウム、イリジ
ウム、金、銀、銅、及び白金が好ましく、レニウム、イリジウム、及び白金がより好まし
く、イリジウム、白金が特に好ましい。
　ランタノイド原子としては、特に限定はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、ランタン、セリウム、プラセオジム、ネオジム、サマリウム、ユーロピウム、ガ
ドリニウム、テルビウム、ジスプロシウム、ホルミウム、エルビウム、ツリウム、イッテ
ルビウム、およびルテシウムが挙げられる。中でも、ネオジム、ユーロピウム、及びガド
リニウムが好ましい。
【００３９】
　錯体の配位子としては、例えば、Ｇ．Ｗｉｌｋｉｎｓｏｎ等著，Ｃｏｍｐｒｅｈｅｎｓ
ｉｖｅ　Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，　Ｐｅｒｇａｍｏｎ　Ｐｒｅ
ｓｓ社１９８７年発行、Ｈ．Ｙｅｒｓｉｎ著，「Ｐｈｏｔｏｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ａｎｄ
　Ｐｈｏｔｏｐｈｙｓｉｃｓ　ｏｆ　Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ　Ｃｏｍｐｏｕｎｄｓ」
　Ｓｐｒｉｎｇｅｒ－Ｖｅｒｌａｇ社１９８７年発行、山本明夫著「有機金属化学－基礎
と応用－」裳華房社１９８２年発行等に記載の配位子などが挙げられる。
　配位子としては、ハロゲン配位子（塩素配位子が好ましい）、芳香族炭素環配位子（例
えば、シクロペンタジエニルアニオン、ベンゼンアニオン、ナフチルアニオンなどが挙げ
られ、炭素数５～３０が好ましく、炭素数６～３０がより好ましく、炭素数６～２０がさ
らにより好ましくは、炭素数６～１２が特に好ましい）、含窒素ヘテロ環配位子（例えば
、フェニルピリジン、ベンゾキノリン、キノリノール、ビピリジル、フェナントロリンな
どが挙げられ、炭素数５～３０が好ましく、炭素数６～３０がより好ましく、炭素数６～
２０がさらに好ましく、炭素数６～１２が特に好ましい）、ジケトン配位子（例えば、ア
セチルアセトンなどが挙げられる）、カルボン酸配位子（例えば、酢酸配位子などが挙げ
られ、炭素数２～３０が好ましく、炭素数２～２０がより好ましく、炭素数２～１６が特
に好ましい）、アルコラト配位子（例えば、フェノラト配位子などが挙げられ、炭素数１
～３０が好ましく、炭素数１～２０がより好ましく、炭素数６～２０がさらに好ましい）
、シリルオキシ配位子（例えば、トリメチルシリルオキシ配位子、ジメチル－ｔｅｒｔ－
ブチルシリルオキシ配位子、トリフェニルシリルオキシ配位子などが挙げられ、炭素数３
～４０が好ましく、炭素数３～３０がより好ましく、炭素数３～２０が特に好ましい）、
一酸化炭素配位子、イソニトリル配位子、シアノ配位子、リン配位子（例えば、トリフェ
ニルフォスフィン配位子などが挙げられ、炭素数３～４０が好ましく、炭素数３～３０が
より好ましく、炭素数３～２０がさらに好ましく、炭素数６～２０が特に好ましい）、チ
オラト配位子（例えば、フェニルチオラト配位子などが挙げられ、炭素数１～３０が好ま
しく、炭素数１～２０がより好ましく、炭素数６～２０がさらに好ましい）、フォスフィ
ンオキシド配位子（例えば、トリフェニルフォスフィンオキシド配位子などが挙げられ、
炭素数３～３０が好ましく、炭素数８～３０がより好ましく、炭素数１８～３０が特に好
ましくい）が好ましく、含窒素ヘテロ環配位子がより好ましい。
　上記錯体は、化合物中に遷移金属原子を一つ有してもよいし、また、２つ以上有するい
わゆる複核錯体であってもよい。異種の金属原子を同時に含有していてもよい。　
【００４０】
　これらの中でも、発光性ドーパントとしては、例えば、ＵＳ６３０３２３８Ｂ１、ＵＳ
６０９７１４７、ＷＯ００／５７６７６、ＷＯ００／７０６５５、ＷＯ０１／０８２３０
、ＷＯ０１／３９２３４Ａ２、ＷＯ０１／４１５１２Ａ１、ＷＯ０２／０２７１４Ａ２、
ＷＯ０２／１５６４５Ａ１、ＷＯ０２／４４１８９Ａ１、ＷＯ０５／１９３７３Ａ２、特
開２００１－２４７８５９、特開２００２－３０２６７１、特開２００２－１１７９７８
、特開２００３－１３３０７４、特開２００２－２３５０７６、特開２００３－１２３９
８２、特開２００２－１７０６８４、ＥＰ１２１１２５７、特開２００２－２２６４９５
、特開２００２－２３４８９４、特開２００１－２４７８５９、特開２００１－２９８４
７０、特開２００２－１７３６７４、特開２００２－２０３６７８、特開２００２－２０
３６７９、特開２００４－３５７７９１、特開２００６－２５６９９９、特開２００７－
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の燐光発光化合物などが挙げられる。中でも、Ｉｒ錯体、Ｐｔ錯体、Ｃｕ錯体、Ｒｅ錯体
、Ｗ錯体、Ｒｈ錯体、Ｒｕ錯体、Ｐｄ錯体、Ｏｓ錯体、Ｅｕ錯体、Ｔｂ錯体、Ｇｄ錯体、
Ｄｙ錯体、Ｃｅ錯体が好ましく、Ｉｒ錯体、Ｐｔ錯体、Ｒｅ錯体がより好ましい。中でも
、金属－炭素結合、金属－窒素結合、金属－酸素結合、金属－硫黄結合の少なくとも一つ
の配位様式を含むＩｒ錯体、Ｐｔ錯体、Ｒｅ錯体が、さらにより好ましい。さらに、発光
効率、駆動耐久性、色度等の観点で、３座以上の多座配位子を含むＩｒ錯体、Ｐｔ錯体、
Ｒｅ錯体が特に好ましい。
【００４１】
　前記蛍光発光性ドーパントとしては、特に限定はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、ベンゾオキサゾール、ベンゾイミダゾール、ベンゾチアゾール、スチリルベンゼ
ン、ポリフェニル、ジフェニルブタジエン、テトラフェニルブタジエン、ナフタルイミド
、クマリン、ピラン、ペリノン、オキサジアゾール、アルダジン、ピラリジン、シクロペ
ンタジエン、ビススチリルアントラセン、キナクリドン、ピロロピリジン、チアジアゾロ
ピリジン、シクロペンタジエン、スチリルアミン、芳香族ジメチリディン化合物、縮合多
環芳香族化合物（アントラセン、フェナントロリン、ピレン、ペリレン、ルブレン、また
はペンタセンなど）、８－キノリノールの金属錯体、ピロメテン錯体や希土類錯体に代表
される各種金属錯体、ポリチオフェン、ポリフェニレン、ポリフェニレンビニレン等のポ
リマー化合物、有機シラン、およびこれらの誘導体などが挙げられる。
【００４２】
　発光性ドーパントとしては、例えば下記のものが挙げられるが、これらに限定されるも
のではない。
【００４３】
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【化６】

【００４９】
　有機発光層中の発光性ドーパントは、有機発光層中に一般的に有機発光層を形成する全
化合物質量に対して、０．１質量％～５０質量％含有されるが、耐久性、外部量子効率の
観点から１質量％～５０質量％含有されることが好ましく、２質量％～４０質量％含有さ
れることがより好ましい。
【００５０】
　有機発光層の厚さは、特に限定されるものではないが、通常、２ｎｍ～５００ｎｍであ
るのが好ましく、中でも、外部量子効率の観点で、３ｎｍ～２００ｎｍであるのがより好
ましく、５ｎｍ～１００ｎｍであるのが特に好ましい。
【００５１】
　前記ホスト材料としては、正孔輸送性に優れる正孔輸送性ホスト材料（正孔輸送性ホス
トと記載する場合がある）及び電子輸送性に優れる電子輸送性ホスト化合物（電子輸送性
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ホストと記載する場合がある）を用いることができる。
【００５２】
　有機発光層内の正孔輸送性ホストとしては、例えば、以下の材料が挙げられる。
　ピロール、インドール、カルバゾール、アザインドール、アザカルバゾール、トリアゾ
ール、オキサゾール、オキサジアゾール、ピラゾール、イミダゾール、チオフェン、ポリ
アリールアルカン、ピラゾリン、ピラゾロン、フェニレンジアミン、アリールアミン、ア
ミノ置換カルコン、スチリルアントラセン、フルオレノン、ヒドラゾン、スチルベン、シ
ラザン、芳香族第三級アミン化合物、スチリルアミン化合物、芳香族ジメチリディン系化
合物、ポルフィリン系化合物、ポリシラン系化合物、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾール）、
アニリン系共重合体、チオフェンオリゴマー、ポリチオフェン等の導電性高分子オリゴマ
ー、有機シラン、カーボン膜、及び、それらの誘導体等が挙げられる。
　インドール誘導体、カルバゾール誘導体、芳香族第三級アミン化合物、チオフェン誘導
体であることが好ましく、分子内にカルバゾール基を有するものがより好ましく、ｔ－ブ
チル置換カルバゾール基を有する化合物が特に好ましい。
【００５３】
　有機発光層内の電子輸送性ホストとしては、耐久性向上、駆動電圧低下の観点から、電
子親和力Ｅａが２．５ｅＶ以上３．５ｅＶ以下であることが好ましく、２．６ｅＶ以上３
．４ｅＶ以下であることがより好ましく、２．８ｅＶ以上３．３ｅＶ以下であることが特
に好ましい。また、耐久性向上、駆動電圧低下の観点から、イオン化ポテンシャルＩｐが
５．７ｅＶ以上７．５ｅＶ以下であることが好ましく、５．８ｅＶ以上７．０ｅＶ以下で
あることがより好ましく、５．９ｅＶ以上６．５ｅＶ以下であることが特に好ましい。
【００５４】
　このような電子輸送性ホストとしては、具体的には、例えば、以下の材料が挙げられる
。
　ピリジン、ピリミジン、トリアジン、イミダゾール、ピラゾール、トリアゾ－ル、オキ
サゾ－ル、オキサジアゾ－ル、フルオレノン、アントラキノジメタン、アントロン、ジフ
ェニルキノン、チオピランジオキシド、カルボジイミド、フルオレニリデンメタン、ジス
チリルピラジン、フッ素置換芳香族化合物、ナフタレンペリレン等の複素環テトラカルボ
ン酸無水物、フタロシアニン、およびそれらの誘導体（他の環と縮合環を形成してもよい
）、８－キノリノ－ル誘導体の金属錯体やメタルフタロシアニン、ベンゾオキサゾ－ルや
ベンゾチアゾ－ルを配位子とする金属錯体に代表される各種金属錯体等が挙げられる。
【００５５】
　電子輸送性ホストとしては、金属錯体、アゾール誘導体（ベンズイミダゾール誘導体、
イミダゾピリジン誘導体等）、アジン誘導体（ピリジン誘導体、ピリミジン誘導体、トリ
アジン誘導体等）が好ましく、中でも、耐久性の点から、金属錯体化合物がより好ましい
。金属錯体化合物（Ａ）は、金属に配位する窒素原子、酸素原子及び硫黄原子の少なくと
もいずれかを有する配位子を有する金属錯体がより好ましい。
　金属錯体中の金属イオンは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、ベリリウムイオン、マグネシウムイオン、アルミニウムイオン、ガリウムイオン、亜
鉛イオン、インジウムイオン、錫イオン、白金イオン、又はパラジウムイオンであること
が好ましく、ベリリウムイオン、アルミニウムイオン、ガリウムイオン、亜鉛イオン、白
金イオン、又はパラジウムイオンがより好ましく、アルミニウムイオン、亜鉛イオン、又
はパラジウムイオンが特に好ましい。
【００５６】
　前記金属錯体中に含まれる配位子としては種々の公知の配位子が有るが、例えば、「Ｐ
ｈｏｔｏｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ａｎｄ　Ｐｈｏｔｏｐｈｙｓｉｃｓ　ｏｆ　Ｃｏｏｒｄｉ
ｎａｔｉｏｎ　Ｃｏｍｐｏｕｎｄｓ」、Ｓｐｒｉｎｇｅｒ－Ｖｅｒｌａｇ社、Ｈ．Ｙｅｒ
ｓｉｎ著、１９８７年発行、「有機金属化学－基礎と応用－」、裳華房社、山本明夫著、
１９８２年発行等に記載の配位子が挙げられる。
【００５７】
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　前記配位子としては、含窒素ヘテロ環配位子（炭素数１～３０が好ましく、炭素数２～
２０がより好ましく、炭素数３～１５が特に好ましい）が好ましい。また、前記配位子と
しては、単座配位子であっても２座以上の配位子であってもよいが、２座以上６座以下の
配位子であることが好ましい。また、２座以上６座以下の配位子と単座の混合配位子も好
ましい。
　前記配位子としては、例えば、アジン配位子（例えば、ピリジン配位子、ビピリジル配
位子、ターピリジン配位子などが挙げられる。）、ヒドロキシフェニルアゾール配位子（
例えば、ヒドロキシフェニルベンズイミダゾール配位子、ヒドロキシフェニルベンズオキ
サゾール配位子、ヒドロキシフェニルイミダゾール配位子、ヒドロキシフェニルイミダゾ
ピリジン配位子などが挙げられる。）、アルコキシ配位子（例えば、メトキシ、エトキシ
、ブトキシ、２－エチルヘキシロキシなどが挙げられ、炭素数１～３０が好ましく、炭素
数１～２０がより好ましく、炭素数１～１０が特に好ましい。）、アリールオキシ配位子
（例えば、フェニルオキシ、１－ナフチルオキシ、２－ナフチルオキシ、２，４，６－ト
リメチルフェニルオキシ、４－ビフェニルオキシなどが挙げられ、炭素数６～３０が好ま
しく、炭素数６～２０がより好ましく、炭素数６～１２が特に好ましい）などが挙げられ
る。
【００５８】
　ヘテロアリールオキシ配位子（例えば、ピリジルオキシ、ピラジルオキシ、ピリミジル
オキシ、キノリルオキシなどが挙げられ、炭素数１～３０が好ましく、炭素数１～２０が
より好ましく、炭素数１～１２が特に好ましい。）、アルキルチオ配位子（例えば、メチ
ルチオ、エチルチオなどが挙げられ、炭素数１～３０が好ましく、炭素数１～２０がより
好ましく、炭素数１～１２が特に好ましい。）、アリールチオ配位子（例えば、フェニル
チオなどが挙げられ、炭素数６～３０が好ましく、炭素数６～２０がより好ましく、炭素
数６～１２が特に好ましい。）、ヘテロアリールチオ配位子（例えば、ピリジルチオ、２
－ベンズイミゾリルチオ、２－ベンズオキサゾリルチオ、２－ベンズチアゾリルチオなど
が挙げられ、炭素数１～３０が好ましく、炭素数１～２０がより好ましく、炭素数１～１
２が特に好ましい。）、シロキシ配位子（例えば、トリフェニルシロキシ基、トリエトキ
シシロキシ基、トリイソプロピルシロキシ基などが挙げられ、炭素数１～３０が好ましい
、炭素数３～２５がより好ましい、炭素数６～２０が特に好ましい。）、芳香族炭化水素
アニオン配位子（例えば、フェニルアニオン、ナフチルアニオン、およびアントラニルア
ニオンなどが挙げられ、炭素数６～３０が好ましく、炭素数６～２５がより好ましく、炭
素数６～２０が特に好ましい。）、芳香族ヘテロ環アニオン配位子（例えば、ピロールア
ニオン、ピラゾールアニオン、ピラゾールアニオン、トリアゾールアニオン、オキサゾー
ルアニオン、ベンゾオキサゾールアニオン、チアゾールアニオン、ベンゾチアゾールアニ
オン、チオフェンアニオン、およびベンゾチオフェンアニオンなどが挙げられ、炭素数１
～３０が好ましく、炭素数２～２５がより好ましく、炭素数２～２０が特に好ましい。）
、インドレニンアニオン配位子などが挙げられ、含窒素ヘテロ環配位子、アリールオキシ
配位子、ヘテロアリールオキシ基、シロキシ配位子などが好ましく、含窒素ヘテロ環配位
子、アリールオキシ配位子、シロキシ配位子、芳香族炭化水素アニオン配位子、芳香族ヘ
テロ環アニオン配位子などがさらに好ましい。
【００５９】
　金属錯体電子輸送性ホストの例としては、例えば、特開２００２－２３５０７６、特開
２００４－２１４１７９、特開２００４－２２１０６２、特開２００４－２２１０６５、
特開２００４－２２１０６８、特開２００４－３２７３１３等に記載の化合物が挙げられ
る。
【００６０】
　有機発光層において、前記ホスト材料の三重項最低励起準位（Ｔ１）が、前記燐光発光
材料のＴ１より高いことが色純度、発光効率、駆動耐久性の点で好ましい。
【００６１】
　また、ホスト化合物の含有量は、特に限定されるものではないが、発光効率、駆動電圧
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の観点から、発光層を形成する全化合物質量に対して１５質量％以上９５質量％以下であ
ることが好ましい。
【００６２】
＜＜＜正孔注入層、正孔輸送層＞＞＞
　正孔注入層、正孔輸送層は、陽極又は陽極側から正孔を受け取り陰極側に輸送する機能
を有する層である。これらの層に用いる正孔注入材料、正孔輸送材料は、低分子化合物で
あっても高分子化合物であってもよい。
　具体的には、ピロール誘導体、カルバゾール誘導体、トリアゾール誘導体、オキサゾー
ル誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ポリアリールアルカン誘導体
、ピラゾリン誘導体、ピラゾロン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、アリールアミン誘
導体、アミノ置換カルコン誘導体、スチリルアントラセン誘導体、フルオレノン誘導体、
ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体、芳香族第三級アミン化合物、ス
チリルアミン化合物、芳香族ジメチリディン系化合物、フタロシアニン系化合物、ポルフ
ィリン系化合物、チオフェン誘導体、有機シラン誘導体、カーボン、等を含有する層であ
ることが好ましい。
【００６３】
　有機ＥＬ素子の正孔注入層あるいは正孔輸送層には、電子受容性ドーパントを含有させ
ることができる。正孔注入層、あるいは正孔輸送層に導入する電子受容性ドーパントとし
ては、電子受容性で有機化合物を酸化する性質を有すれば、無機化合物でも有機化合物で
も使用できる。
【００６４】
　具体的には、無機化合物は塩化第二鉄や塩化アルミニウム、塩化ガリウム、塩化インジ
ウム、五塩化アンチモンなどのハロゲン化金属、五酸化バナジウム、および三酸化モリブ
デンなどの金属酸化物などが挙げられる。
【００６５】
　有機化合物の場合は、置換基としてニトロ基、ハロゲン、シアノ基、トリフルオロメチ
ル基などを有する化合物、キノン系化合物、酸無水物系化合物、フラーレンなどを好適に
用いることができる。
　この他にも、特開平６－２１２１５３、特開平１１－１１１４６３、特開平１１－２５
１０６７、特開２０００－１９６１４０、特開２０００－２８６０５４、特開２０００－
３１５５８０、特開２００１－１０２１７５、特開２００１－１６０４９３、特開２００
２－２５２０８５、特開２００２－５６９８５、特開２００３－１５７９８１、特開２０
０３－２１７８６２、特開２００３－２２９２７８、特開２００４－３４２６１４、特開
２００５－７２０１２、特開２００５－１６６６３７、特開２００５－２０９６４３等に
記載の化合物を好適に用いることが出来る。
【００６６】
　このうちヘキサシアノブタジエン、ヘキサシアノベンゼン、テトラシアノエチレン、テ
トラシアノキノジメタン、テトラフルオロテトラシアノキノジメタン、ｐ－フルオラニル
、ｐ－クロラニル、ｐ－ブロマニル、ｐ－ベンゾキノン、２，６－ジクロロベンゾキノン
、２，５－ジクロロベンゾキノン、１，２，４，５－テトラシアノベンゼン、１，４－ジ
シアノテトラフルオロベンゼン、２，３－ジクロロ－５，６－ジシアノベンゾキノン、ｐ
－ジニトロベンゼン、ｍ－ジニトロベンゼン、ｏ－ジニトロベンゼン、１，４－ナフトキ
ノン、２，３－ジクロロナフトキノン、１，３－ジニトロナフタレン、１，５－ジニトロ
ナフタレン、９，１０－アントラキノン、１，３，６，８－テトラニトロカルバゾール、
２，４，７－トリニトロ－９－フルオレノン、２，３，５，６－テトラシアノピリジン、
またはフラーレンＣ６０が好ましく、ヘキサシアノブタジエン、ヘキサシアノベンゼン、
テトラシアノエチレン、テトラシアノキノジメタン、テトラフルオロテトラシアノキノジ
メタン、ｐ－フルオラニル、ｐ－クロラニル、ｐ－ブロマニル、２，６－ジクロロベンゾ
キノン、２，５－ジクロロベンゾキノン、２，３－ジクロロナフトキノン、１，２，４，
５－テトラシアノベンゼン、２，３－ジクロロ－５，６－ジシアノベンゾキノン、または
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２，３，５，６－テトラシアノピリジンがより好ましく、テトラフルオロテトラシアノキ
ノジメタンが特に好ましい。
【００６７】
　これらの電子受容性ドーパントは、単独で用いてもよいし、２種以上を用いてもよい。
電子受容性ドーパントの使用量は、材料の種類によって異なるが、正孔輸送層材料に対し
て０．０１質量％～５０質量％であることが好ましく、０．０５質量％～２０質量％であ
ることがさらに好ましく、０．１質量％～１０質量％であることが特に好ましい。
【００６８】
　正孔注入層、正孔輸送層の厚さは、駆動電圧を下げるという観点から、各々５００ｎｍ
以下であることが好ましい。
　正孔輸送層の厚さとしては、１ｎｍ～５００ｎｍであるのが好ましく、５ｎｍ～２００
ｎｍであるのがより好ましく、１０ｎｍ～１００ｎｍであるのがさらに好ましい。また、
正孔注入層の厚さとしては、０．１ｎｍ～２００ｎｍであるのが好ましく、０．５ｎｍ～
１００ｎｍであるのがより好ましく、１ｎｍ～１００ｎｍであるのがさらに好ましい。
　正孔注入層、正孔輸送層は、上述した材料の１種又は２種以上からなる単層構造であっ
てもよいし、同一組成又は異種組成の複数層からなる多層構造であってもよい。
【００６９】
＜＜＜電子注入層、電子輸送層＞＞＞
　電子注入層、電子輸送層は、陰極又は陰極側から電子を受け取り陽極側に輸送する機能
を有する層である。これらの層に用いる電子注入材料、電子輸送材料は低分子化合物であ
っても高分子化合物であってもよい。
　具体的には、ピリジン誘導体、キノリン誘導体、ピリミジン誘導体、ピラジン誘導体、
フタラジン誘導体、フェナントロリン誘導体、トリアジン誘導体、トリアゾール誘導体、
オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、フルオレノン誘導
体、アントラキノジメタン誘導体、アントロン誘導体、ジフェニルキノン誘導体、チオピ
ランジオキシド誘導体、カルボジイミド誘導体、フルオレニリデンメタン誘導体、ジスチ
リルピラジン誘導体、ナフタレン、ペリレン等の芳香環テトラカルボン酸無水物、フタロ
シアニン誘導体、８－キノリノール誘導体の金属錯体やメタルフタロシアニン、ベンゾオ
キサゾールやベンゾチアゾールを配位子とする金属錯体に代表される各種金属錯体、シロ
ールに代表される有機シラン誘導体、等を含有する層であることが好ましい。
【００７０】
　本発明の有機ＥＬ素子の電子注入層あるいは電子輸送層には、電子供与性ドーパントを
含有させることができる。電子注入層、あるいは電子輸送層に導入される電子供与性ドー
パントとしては、電子供与性で有機化合物を還元する性質を有していればよく、Ｌｉなど
のアルカリ金属、Ｍｇなどのアルカリ土類金属、希土類金属を含む遷移金属や還元性有機
化合物などが好適に用いられる。金属としては、特に仕事関数が４．２ｅＶ以下の金属が
好適に使用でき、具体的には、Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｂｅ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｙ、Ｃ
ｓ、Ｌａ、Ｓｍ、Ｇｄ、およびＹｂなどが挙げられる。また、還元性有機化合物としては
、例えば、含窒素化合物、含硫黄化合物、含リン化合物などが挙げられる。
　この他にも、特開平６－２１２１５３、特開２０００－１９６１４０、特開２００３－
６８４６８、特開２００３－２２９２７８、特開２００４－３４２６１４等に記載の材料
を用いることが出来る。
【００７１】
　これらの電子供与性ドーパントは、単独で用いてもよいし、２種以上を用いてもよい。
電子供与性ドーパントの使用量は、材料の種類によって異なるが、電子輸送層材料に対し
て０．１質量％～９９質量％であることが好ましく、１．０質量％～８０質量％であるこ
とがさらに好ましく、２．０質量％～７０質量％であることが特に好ましい。
【００７２】
　電子注入層、電子輸送層の厚さは、駆動電圧を下げるという観点から、各々５００ｎｍ
以下であることが好ましい。
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　電子輸送層の厚さとしては、１ｎｍ～５００ｎｍであるのが好ましく、５ｎｍ～２００
ｎｍであるのがより好ましく、１０ｎｍ～１００ｎｍであるのが特に好ましい。また、電
子注入層の厚さとしては、０．１ｎｍ～２００ｎｍであるのが好ましく、０．２ｎｍ～１
００ｎｍであるのがより好ましく、０．５ｎｍ～５０ｎｍであるのが特に好ましい。
　電子注入層、電子輸送層は、上述した材料の１種又は２種以上からなる単層構造であっ
てもよいし、同一組成又は異種組成の複数層からなる多層構造であってもよい。
【００７３】
＜＜＜正孔ブロック層＞＞＞
　正孔ブロック層は、陽極側から発光層に輸送された正孔が、陰極側に通りぬけることを
防止する機能を有する層である。発光層と陰極側で隣接する有機化合物層として、正孔ブ
ロック層を設けることができる。
　正孔ブロック層を構成する化合物の例としては、ＢＡｌｑ等のアルミニウム錯体、トリ
アゾール誘導体、ＢＣＰ等のフェナントロリン誘導体、等が挙げられる。
正孔ブロック層の厚さとしては、１ｎｍ～５００ｎｍであるのが好ましく、５ｎｍ～２０
０ｎｍであるのがより好ましく、１０ｎｍ～１００ｎｍであるのが特に好ましい。
　正孔ブロック層は、上述した材料の１種又は２種以上からなる単層構造であってもよい
し、同一組成又は異種組成の複数層からなる多層構造であってもよい。
【００７４】
＜＜＜電子ブロック層＞＞＞
　電子ブロック層は、陰極側から発光層に輸送された電子が、陽極側に通りぬけることを
防止する機能を有する層である。本発明において、発光層と陽極側で隣接する有機化合物
層として、電子ブロック層を設けることができる。
　電子ブロック層を構成する化合物の例としては、例えば前述の正孔輸送材料として挙げ
たものが適用できる。
　電子ブロック層の厚さとしては、１ｎｍ～５００ｎｍであるのが好ましく、５ｎｍ～２
００ｎｍであるのがより好ましく、１０ｎｍ～１００ｎｍであるのが特に好ましい。
　正孔ブロック層は、上述した材料の１種又は２種以上からなる単層構造であってもよい
し、同一組成又は異種組成の複数層からなる多層構造であってもよい。
【００７５】
＜＜保護層＞＞
　有機ＥＬ素子全体は、保護層によって保護されていてもよい。
　保護層に含まれる材料としては、水分や酸素等の素子劣化を促進するものが素子内に入
ることを抑止する機能を有しているものであればよい。
　その具体例としては、Ｉｎ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ａｕ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｎｉ等の金
属、ＭｇＯ、ＳｉＯ、ＳｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、ＧｅＯ、ＮｉＯ、ＣａＯ、ＢａＯ、Ｆｅ２

Ｏ３、Ｙ２Ｏ３、ＴｉＯ２等の金属酸化物、ＳｉＮｘ、ＳｉＮｘＯｙ等の金属窒化物、Ｍ
ｇＦ２、ＬｉＦ、ＡｌＦ３、ＣａＦ２等の金属フッ化物、ポリエチレン、ポリプロピレン
、ポリメチルメタクリレート、ポリイミド、ポリウレア、ポリテトラフルオロエチレン、
ポリクロロトリフルオロエチレン、ポリジクロロジフルオロエチレン、クロロトリフルオ
ロエチレンとジクロロジフルオロエチレンとの共重合体、テトラフルオロエチレンと少な
くとも１種のコモノマーとを含むモノマー混合物を共重合させて得られる共重合体、共重
合主鎖に環状構造を有する含フッ素共重合体、吸水率１％以上の吸水性物質、吸水率０．
１％以下の防湿性物質等が挙げられる。
【００７６】
　保護層の形成方法については、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、真空蒸着法、スパッタリング法、反応性スパッタリング法、ＭＢＥ（分子線エ
ピタキシ）法、クラスターイオンビーム法、イオンプレーティング法、プラズマ重合法（
高周波励起イオンプレーティング法）、プラズマＣＶＤ法、レーザーＣＶＤ法、熱ＣＶＤ
法、ガスソースＣＶＤ法、コーティング法、印刷法、転写法などが挙げられる。
【００７７】
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＜＜封止＞＞
　さらに、有機ＥＬ素子は、封止容器を用いて素子全体を封止してもよい。
　また、封止容器と発光素子の間の空間に水分吸収剤又は不活性液体を封入してもよい。
水分吸収剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、
酸化バリウム、酸化ナトリウム、酸化カリウム、酸化カルシウム、硫酸ナトリウム、硫酸
カルシウム、硫酸マグネシウム、五酸化燐、塩化カルシウム、塩化マグネシウム、塩化銅
、フッ化セシウム、フッ化ニオブ、臭化カルシウム、臭化バナジウム、モレキュラーシー
ブ、ゼオライト、酸化マグネシウムなどが挙げられる。不活性液体としては、特に制限は
なく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、パラフィン類、流動パラフィン類
、パーフルオロアルカンやパーフルオロアミン、パーフルオロエーテル等のフッ素系溶剤
、塩素系溶剤、シリコーンオイル類などが挙げられる。
【００７８】
　また、下記に示す、樹脂封止層にて封止する方法も好適に用いられる。
【００７９】
＜＜＜樹脂封止層＞＞＞
　有機ＥＬ素子は樹脂封止層により大気との接触を防ぎ、酸素や水分による素子性能の劣
化を抑制することが好ましい。
【００８０】
　樹脂封止層の樹脂素材としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、例えば、アクリル樹脂、エポキシ樹脂、フッ素系樹脂、シリコン系樹脂、ゴム系樹脂
、またはエステル系樹脂等が挙げられる。中でも、エポキシ樹脂が、水分防止機能の点で
、好ましい。エポキシ樹脂の中でも熱硬化型エポキシ樹脂、光硬化型エポキシ樹脂がより
好ましい。
【００８１】
　樹脂封止層の作製方法は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、樹脂溶液を塗布する方法、樹脂シートを圧着または熱圧着する方法、蒸着やスパッ
タリング等により乾式重合する方法などが挙げられる。
【００８２】
　樹脂封止層の厚みは、１μｍ以上、１ｍｍ以下が好ましく、５μｍ以上、１００μｍ以
下がより好ましく、１０μｍ以上５０μｍ以下が特に好ましい。１μｍよりも薄いと、第
２の基板を装着時に上記無機膜を損傷する恐れがある。また、１ｍｍよりも厚いと電界発
光素子自体の厚みが厚くなり、有機ＥＬ素子の特徴である薄膜性を損なうことになる。
【００８３】
＜＜＜封止接着剤＞＞＞
　封止に用いられる封止接着剤は、端部よりの水分や酸素の侵入を防止する機能を有する
。
【００８４】
　前記封止接着剤の材料としては、前記樹脂封止層で用いる材料と同じものを用いること
ができる。中でも、水分防止の点からエポキシ系の接着剤が好ましく、光硬化型接着剤、
熱硬化型接着剤がより好ましい。
【００８５】
　また、上記材料にフィラーを添加することも好ましい。
　封止剤に添加されているフィラーとしては、ＳｉＯ２、ＳｉＯ（酸化ケイ素）、ＳｉＯ
Ｎ（酸窒化ケイ素）またはＳｉＮ（窒化ケイ素）等の無機材料が好ましい。フィラーの添
加により、封止剤の粘度が上昇し、加工適正が向上し、および耐湿性が向上する。
【００８６】
　封止接着剤は乾燥剤を含有しても良い。乾燥剤としては、酸化バリウム、酸化カルシウ
ム、酸化ストロンチウムが好ましい。
　封止接着剤に対する乾燥剤の添加量は、０．０１質量％以上２０質量％以下であること
が好ましく、０．０５質量％以上１５質量％以下であることがより好ましい。０．０１質
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量％よりも少ないと、乾燥剤の添加効果が薄れることになる。また、２０質量％よりも多
い場合には、封止接着剤中に乾燥剤を均一分散させることが困難になり好ましくない。
【００８７】
　〔封止接着剤の処方〕
　・ポリマー組成、濃度、
　封止接着剤としては特に限定されることはなく、前記のものを用いることができる。例
えば光硬化型エポキシ系接着剤としては長瀬ケムテック（株）製のＸＮＲ５５１６を挙げ
ることができる。そこに直接前記乾燥剤を添加し、分散せしめれば良い。
　・厚み
　封止接着剤の塗布厚みは１μｍ以上１ｍｍ以下であることが好ましい。１μｍよりも薄
いと封止接着剤を均一に塗れなくなり好ましくない。また、１ｍｍ以下も厚いと、水分が
侵入する道筋が広くなり好ましくない。
【００８８】
　上記乾燥剤の入った封止接着剤をディスペンサー等により任意量塗布し、塗布後第２基
板を重ねて、硬化させることにより機能素子を得ることができる。
【００８９】
＜＜駆動＞＞
　有機ＥＬ素子は、陽極と陰極との間に直流（必要に応じて交流成分を含んでもよい）電
圧（通常２ボルト～１５ボルト）、又は直流電流を印加することにより、発光を得ること
ができる。
　有機ＥＬ素子の駆動方法については、特開平２－１４８６８７号、同６－３０１３５５
号、同５－２９０８０号、同７－１３４５５８号、同８－２３４６８５号、同８－２４１
０４７号の各公報、特許第２７８４６１５号、米国特許５８２８４２９号、同６０２３３
０８号の各明細書、等に記載の駆動方法を適用することができる。
【００９０】
　有機ＥＬ素子は、種々の公知の工夫により、光取り出し効率をさらに向上させることが
できる。例えば、基板表面形状を加工する（例えば微細な凹凸パターンを形成する）、基
板・ＩＴＯ層・有機層の屈折率を制御する、基板・ＩＴＯ層・有機層の膜厚を制御するこ
と等により、光の取り出し効率をさらに向上させ、外部量子効率をさらに向上させること
が可能である。
【００９１】
　有機ＥＬ素子は、陽極側から発光を取り出す、いわゆる、トップエミッション方式であ
ってもよい。
【００９２】
　有機ＥＬ素子は、さらに発光効率を向上させるため、複数の発光層の間に電荷発生層が
設けた構成をとることができる。
　前記電荷発生層は、電界印加時に電荷（正孔及び電子）を発生する機能を有すると共に
、発生した電荷を電荷発生層と隣接する層に注入させる機能を有する層である。
【００９３】
　前記電荷発生層を形成する材料は、上記の機能を有する材料であれば何でもよく、単一
化合物で形成されていても、複数の化合物で形成されていてもよい。
　具体的には、導電性を有するものであっても、ドープされた有機層のように半導電性を
有するものであっても、また、電気絶縁性を有するものであってもよく、特開平１１－３
２９７４８や、特開２００３－２７２８６０や、特開２００４－３９６１７に記載の材料
が挙げられる。
　さらに、具体的には、ＩＴＯ、ＩＺＯ（インジウム亜鉛酸化物）などの透明導電材料、
Ｃ６０等のフラーレン類、オリゴチオフェン等の導電性有機物、金属フタロシアニン類、
無金属フタロシアニン類、金属ポルフィリン類、無金属ポルフィリン類等などの導電性有
機物、Ｃａ、Ａｇ、Ａｌ、Ｍｇ：Ａｇ合金、Ａｌ：Ｌｉ合金、Ｍｇ：Ｌｉ合金などの金属
材料、正孔伝導性材料、電子伝導性材料、及びそれらを混合させたものが挙げられる。
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　前記正孔伝導性材料は、例えば、２－ＴＮＡＴＡ、ＮＰＤなどの正孔輸送有機材料にＦ
４－ＴＣＮＱ、ＴＣＮＱ、ＦｅＣｌ３などの電子求引性を有する酸化剤をドープさせたも
のや、Ｐ型導電性高分子、Ｐ型半導体などが挙げられ、前記電子伝導性材料は電子輸送有
機材料に４．０ｅＶ未満の仕事関数を有する金属もしくは金属化合物をドープしたものや
、Ｎ型導電性高分子、Ｎ型半導体が挙げられる。Ｎ型半導体としては、Ｎ型Ｓｉ、Ｎ型Ｃ
ｄＳ、Ｎ型ＺｎＳなどが挙げられ、Ｐ型半導体としては、Ｐ型Ｓｉ、Ｐ型ＣｄＴｅ、Ｐ型
ＣｕＯなどが挙げられる。
　また、前記電荷発生層として、Ｖ２Ｏ５などの電気絶縁性材料を用いることもできる。
【００９４】
　前記電荷発生層は、単層でも複数積層させたものでもよい。複数積層させた構造として
は、透明伝導材料や金属材料などの導電性を有する材料と正孔伝導性材料、または、電子
伝導性材料を積層させた構造、上記の正孔伝導性材料と電子伝導性材料を積層させた構造
の層などが挙げられる。
【００９５】
　前記電荷発生層は、一般に、可視光の透過率が５０％以上になるよう、膜厚・材料を選
択することが好ましい。また膜厚は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
できるが、０．５～２００ｎｍが好ましく、１～１００ｎｍがより好ましく、３～５０ｎ
ｍがさらに好ましく、５～３０ｎｍが特に好ましい。
　電荷発生層の形成方法は、特に限定されるものではなく、前述した有機化合物層の形成
方法を用いることができる。
【００９６】
　電荷発生層は前記二層以上の発光層間に形成するが、電荷発生層の陽極側および陰極側
には、隣接する層に電荷を注入する機能を有する材料を含んでいてもよい。陽極側に隣接
する層への電子の注入性を上げるため、例えば、ＢａＯ、ＳｒＯ、Ｌｉ２Ｏ、ＬｉＣｌ、
ＬｉＦ、ＭｇＦ２、ＭｇＯ、ＣａＦ２などの電子注入性化合物を電荷発生層の陽極側に積
層させてもよい。
　以上で挙げられた内容以外にも、特開２００３－４５６７６号公報、米国特許第６３３
７４９２号、同第６１０７７３４号、同第６８７２４７２号等に記載を元にして、電荷発
生層の材料を選択することができる。
【００９７】
　有機ＥＬ素子は、共振器構造を有してもよい。例えば、透明基板上に、屈折率の異なる
複数の積層膜よりなる多層膜ミラー、透明または半透明電極、発光層、および金属電極を
重ね合わせる。発光層で生じた光は多層膜ミラーと金属電極を反射板としてその間で反射
を繰り返し共振する。
　別の好ましい態様では、透明基板上に、透明または半透明電極と金属電極がそれぞれ反
射板として機能して、発光層で生じた光はその間で反射を繰り返し共振する。
　共振構造を形成するためには、２つの反射板の有効屈折率、反射板間の各層の屈折率と
厚みから決定される光路長を所望の共振波長の得るのに最適な値となるよう調整される。
第一の態様の場合の計算式は、特開平９－１８０８８３号明細書に記載されている。第２
の態様の場合の計算式は、特開２００４－１２７７９５号明細書に記載されている。
【００９８】
＜微粒子含有層＞
　前記微粒子含有層は、発光層から放出された光の光路上であって、透明電極（例えば、
ＩＴＯ陽極）に隣接する位置に配置される。微粒子含有層を屈折率の高い透明電極（例え
ば、ＩＴＯ陽極）に隣接する位置に配置することにより、透明電極（例えば、ＩＴＯ陽極
）と微粒子含有層との間に屈折率段差を設けることができ、もって光取り出し効率を飛躍
的に向上することができる。
　前記微粒子含有層は、少なくとも、有機樹脂材料と、微粒子とを含有してなり、さらに
必要に応じてその他の成分を含有してなる。
　前記微粒子含有層は、厚みが２μｍ～１０μｍである限り、特に制限はなく、目的に応
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じて適宜選択することができるが、２μｍ～５μｍであることが好ましい。
【００９９】
＜＜有機樹脂材料＞＞
　前記有機樹脂材料としては、前記透明電極の屈折率以下の屈折率を有するものであれば
、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、屈折率が１．７以下
であるアクリル系樹脂、ポリイミド系樹脂、ポリフェニレンエーテル系樹脂などが挙げら
れる。
【０１００】
＜＜微粒子＞＞
　前記微粒子としては、前記有機樹脂材料の屈折率よりも屈折率が高いものであれば、特
に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、酸化亜鉛（屈折率：１．
９～２．０）、アルミナ（屈折率：約１．７）、酸化チタン（ＴｉＯ２）（屈折率：約２
．６）、ジルコニア（ＺｒＯ２）（屈折率：約２．３）などの無機微粒子、メラミン（屈
折率：約１．６）、ベンゾグアナミン（屈折率：約１．６５）などの有機微粒子が挙げら
れる。
【０１０１】
　前記微粒子の重量平均粒径としては、０．５μｍ～５μｍであれば、特に制限はなく、
目的に応じて適宜選択することができるが、０．５μｍ～２μｍが好ましい。前記微粒子
の重量平均粒径が０．５μｍ未満であると、光取り出し効率が不十分であることがあり、
５μｍを超えると、層表面に凹凸ができ、ＴＦＴ駆動に影響を与えることがある。一方、
前記微粒子の重量平均粒径が特に好ましい範囲内であると、光取り出し効率とＴＦＴ駆動
適性を両立することができる点で有利である。
【０１０２】
　前記微粒子は、微粒子含有層中に一次粒子として分散（単分散）していることが好まし
い。前記微粒子が微粒子含有層に一次粒子として分散することにより、光の取出し効率を
さらに向上することができると共に画像滲みを抑制することができる。
　また、微粒子を微粒子含有層中に一次粒子として分散させる方法としては、特に制限は
なく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、超音波照射、後述する微粒子分散
剤の添加などが挙げられる。
　また、微粒子が一次粒子として分散しているか否かは、粒度分布計により測定した粒度
分布に基づいて確認することができる。測定された粒度分布のピークが１つであることは
一次粒子分散を示し、測定された粒度分布のピークが２つ以上あることは二次粒子分散を
示す。
【０１０３】
＜＜他の成分＞＞
　前記他の成分としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、微粒子分散剤などが挙げられる。前記微粒子分散剤は、微粒子含有層中の微粒子が一
次粒子として分散するように添加されるものである。
【０１０４】
（分散剤）
　本発明の微粒子の分散には、アニオン性基を有する分散剤を用いることが好ましい。ア
ニオン性基としては、カルボキシル基、スルホン酸基（スルホ基）、リン酸基（ホスホノ
基）、スルホンアミド基等の酸性プロトンを有する基、又はその塩が有効であり、特にカ
ルボキシル基、スルホン酸基、リン酸基又はその塩が好ましく、カルボキシル基、リン酸
基が特に好ましい。
　１分子当たりの分散剤に含有されるアニオン性基の数は１個以上であればよい。微粒子
の分散性をさらに改良する目的で、分散剤にはアニオン性基が１分子当たり複数個含有さ
れていてもよい。１分子当たり平均で２個以上であることが好ましく、より好ましくは５
個以上、特に好ましくは１０個以上である。また、分散剤に含有されるアニオン性基は、
１分子中に複数種類が含有されていてもよい。
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【０１０５】
　アニオン性の極性基を有する分散剤としては、「ホスファノール」｛ＰＥ－５１０、Ｐ
Ｅ－６１０、ＬＢ－４００、ＥＣ－６１０３、ＲＥ－４１０など；以上東邦化学工業（株
）製｝、“Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ”（－１１０、－１１１、－１１６、－１４０、－１６１
、－１６２、－１６３、－１６４、－１７０、－１７１など；以上ビックケミー・ジャパ
ン社製）などが挙げられる。
【０１０６】
　分散剤は、さらに架橋性又は重合性の官能基を含有することが好ましい。架橋性又は重
合性の官能基としては、ラジカル種による架橋反応・重合反応が可能なエチレン性不飽和
基｛例えば（メタ）アクリロイル基、アリル基、スチリル基、ビニルオキシ基等｝、カチ
オン重合性基（エポキシ基、オキサタニル基、ビニルオキシ基等）、重縮合反応性基（加
水分解性シリル基等、Ｎ－メチロール基）等が挙げられ、好ましくはエチレン性不飽和基
を有する官能基である。
【０１０７】
　本発明における微粒子の分散に用いる分散剤は、アニオン性基、及び、架橋性又は重合
性の官能基を有し、かつ該架橋性又は重合性の官能基を側鎖に有する分散剤であることが
特に好ましい。
【０１０８】
　上記の、本発明において特に好ましい分散剤の質量平均分子量（Ｍｗ）は、特に限定さ
れないが１０００以上であることが好ましい。該分散剤のより好ましい質量平均分子量（
Ｍｗ）は２０００～１００００００であり、さらに好ましくは５０００～２０００００、
特に好ましくは１００００～１０００００である。
本発明において特に好ましく用いることのできる分散剤の具体的化合物は、特開２００４
－２９７０５号明細書「０１０９」～「０１１０」に記載されている
【０１０９】
　分散剤の微粒子に対する使用量は、１～５０質量％の範囲であることが好ましく、５～
３０質量％の範囲であることがより好ましく、５～２０質量％であることが最も好ましい
。また、分散剤は２種類以上を併用してもよい。
【０１１０】
＜その他の部材＞
　前記その他の部材としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、基板などが挙げられる。
【０１１１】
＜＜基板＞＞
　前記基板としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、有機
化合物層から発せられる光を散乱又は減衰させない基板であることが好ましい。その具体
例としては、イットリア安定化ジルコニア（ＹＳＺ）、ガラス等の無機材料、ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリブチレンフタレート、ポリエチレンナフタレート等のポリエステ
ル、ポリスチレン、ポリカーボネート、ポリエーテルスルホン、ポリアリレート、ポリイ
ミド、ポリシクロオレフィン、ノルボルネン樹脂、およびポリ（クロロトリフルオロエチ
レン）等の有機材料が挙げられる。
　例えば、基板としてガラスを用いる場合、その材質については、ガラスからの溶出イオ
ンを少なくするため、無アルカリガラスを用いることが好ましい。また、ソーダライムガ
ラスを用いる場合には、シリカなどのバリアコートを施したものを使用することが好まし
い。有機材料の場合には、耐熱性、寸法安定性、耐溶剤性、電気絶縁性、及び加工性に優
れていることが好ましい。
【０１１２】
　基板の形状、構造、大きさ等については、特に制限はなく、発光素子の用途、目的等に
応じて適宜選択することができる。一般的には、基板の形状としては、板状であることが
好ましい。基板の構造としては、単層構造であってもよいし、積層構造であってもよく、
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また、単一部材で形成されていてもよいし、２以上の部材で形成されていてもよい。
【０１１３】
　基板は、無色透明であっても、有色透明であってもよいが、有機発光層から発せられる
光を散乱又は減衰等させることがない点で、無色透明であることが好ましい。
【０１１４】
　基板には、その表面又は裏面に透湿防止層（ガスバリア層）を設けることができる。
　透湿防止層（ガスバリア層）の材料としては、窒化珪素、酸化珪素などの無機物が好適
に用いられる。透湿防止層（ガスバリア層）は、例えば、高周波スパッタリング法などに
より形成することができる。
　熱可塑性基板を用いる場合には、さらに必要に応じて、ハードコート層、アンダーコー
ト層などを設けてもよい。
　基板上にＴＦＴを形成する際に、下地にパシベーション層を設けることができる。
【０１１５】
＜トップエミッション方式の有機ＥＬ表示装置＞
　前記トップエミッション方式の有機ＥＬ表示装置は、例えば、図１に示すように、ガラ
ス基板１（屈折率：約１．５）と、ガラス基板１上に配置され、ＳｉＮｘ、ＳｉＯＮなど
からなるパシベーション層２と、パシベーション層２上に配置され、アクリル樹脂などか
らなる層間絶縁層３と、パシベーション層２上であって層間絶縁層３に隣接する位置に配
置され、有機薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）４と、層間絶縁層３上に配置され、アルミニウ
ム、銀などの金属からなる反射板５と、反射板５上に配置され、有機樹脂材料（屈折率：
約１．５）、微粒子（屈折率：１．５より大）などを含む微粒子含有層６と、微粒子含有
層６上に配置され、ＩＴＯなどからなる透明電極（陽極）７（屈折率：約１．９）と、透
明電極（陽極）７上に配置され、発光層などを含む有機化合物層８（屈折率：約１．８）
と、有機化合物層８上に配置され、アルミニウム、銀などからなる対向電極（半透過陰極
）９と、微粒子含有層６上であって、透明電極（陽極）７、有機化合物層８及び対向電極
（半透過陰極）９に隣接するように配置され、アクリル樹脂などからなるバンク１０と、
対向電極（半透過陰極）９上に配置され、ＳｉＮｘ、ＳｉＯＮなどからなる封子層１１（
屈折率：約１．７５）と、封子層１１上に配置され、エポキシ樹脂などからなる接着剤層
１２（屈折率：約１．５５）と、接着剤層１２上に配置され、ガラスなどからなる基板１
３（屈折率：約１．５）とを備える。
　層間絶縁層３及び微粒子含有層６は、有機薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）４を平坦化させ
る平坦化膜としての機能も有する。
　層間絶縁層３、反射板５及び微粒子含有層６にはコンタクトホール１４が形成され、透
明電極（陽極）７と有機薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）４とが接続される。
　また、微粒子含有層６は、厚みが２μｍ～１０μｍと薄いので、コンタクトホール１４
を容易に形成することができ、もって製造コストを低減することができる。
　微粒子含有層６中には、有機樹脂材料の屈折率よりも屈折率が高い微粒子が含まれてい
るので、有機化合物層８における発光層から放出され、透明電極（陽極）７を通過し、反
射板５において反射された反射光を散乱させて、光の取出し効率を向上することができる
。
【０１１６】
＜ボトムエミッション方式の有機ＥＬ表示装置＞
　前記ボトムエミッション方式の有機ＥＬ表示装置は、例えば、図２に示すように、ガラ
ス基板１（屈折率：約１．５）と、ガラス基板１上に配置され、ＳｉＮｘ、ＳｉＯＮなど
からなるパシベーション層２と、パシベーション層２上に配置され、有機樹脂材料（屈折
率：約１．５）、微粒子（屈折率：１．５より大）などを含む微粒子含有層６と、微粒子
含有層６上に配置され、ＩＴＯなどからなる透明電極（陽極）７（屈折率：約１．９）と
、透明電極（陽極）７上に配置され、発光層などを含む有機化合物層８（屈折率：約１．
８）と、有機化合物層８上に配置され、アルミニウム、銀などからなる反射電極（陰極）
２０と、微粒子含有層６上であって、透明電極（陽極）７、有機化合物層８及び陰極２０
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に隣接するように配置され、アクリル系樹脂などからなるバンク１０と、パシベーション
層２、微粒子含有層６、透明電極（陽極）７、有機化合物層８及び反射電極（陰極）２０
を封止する封止ガラス２１と、封止ガラス２１のガラス基板１側内面に設置された乾燥剤
２２とを備える。封止ガラス２１により封止された封止領域２３には、乾燥窒素が充填さ
れている。
　微粒子含有層６は、有機薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）４を平坦化させる平坦化膜として
の機能も有する。
　微粒子含有層６にはコンタクトホール１４が形成され、透明電極（陽極）７と有機薄膜
トランジスタ（ＴＦＴ）４とが接続される。
　また、微粒子含有層６は、厚みが２μｍ～１０μｍと薄いので、コンタクトホール１４
を容易に形成することができ、もって製造コストを低減することができる。
【０１１７】
　前記有機ＥＬ表示装置をフルカラータイプのものとする方法としては、例えば「月刊デ
ィスプレイ」、２０００年９月号、３３～３７ページに記載されているように、色の３原
色（青色（Ｂ）、緑色（Ｇ）、赤色（Ｒ））に対応する光をそれぞれ発光する有機ＥＬ素
子を基板上に配置する３色発光法、白色発光用の有機ＥＬ素子による白色発光をカラーフ
ィルターを通して３原色に分ける白色法、青色発光用の有機ＥＬ素子による青色発光を蛍
光色素層を通して赤色（Ｒ）及び緑色（Ｇ）に変換する色変換法、などが知られている。
　また、上記方法により得られる異なる発光色の有機ＥＬ素子を複数組み合わせて用いる
ことにより、所望の発光色の平面型光源を得ることができる。例えば、青色および黄色の
発光素子を組み合わせた白色発光光源、青色、緑色、赤色の発光素子を組み合わせた白色
発光光源、等である。
【実施例】
【０１１８】
　以下、本発明の実施例について説明するが、本発明は下記実施例に何ら限定されるもの
ではない。
【０１１９】
（実施例１）
＜微粒子分散液の調製＞
　酸化亜鉛（重量平均粒径０．８μｍ、屈折率：２．０、堺化学工業株式会社製）の微粒
子を溶媒プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡ）に、粉体が
３０重量％となるように投入し、氷冷しつつ、１０分間超音波分散を行った。濃厚系粒径
アナライザーＦＰＡＲ－１０００（大塚電子株式会社製）により分散粒径分布測定を行っ
たところ、ピーク値が１．１μｍの単分散を示した。
【０１２０】
＜アクリル系樹脂溶液の調製＞
　アクリル系樹脂溶液として、メタクリル酸－ベンジルメタクリレート共重合体溶液（重
量平均分子量約１０，０００、メタクリル酸：ベンジルメタクリレート＝３：７（モル比
）、アクリル系樹脂の屈折率：１．５３、固形分４５％、溶媒：プロピレングリコールモ
ノメチルエーテルアセテート、藤倉化成製）を調製した。
【０１２１】
＜微粒子含有層形成液の調製＞
　上記アクリル系樹脂溶液に、上記微粒子分散液を攪拌しながら添加し、樹脂に対する酸
化亜鉛微粒子の体積分率が２０％となるように微粒子含有層形成液を調製した。
【０１２２】
＜有機ＥＬ表示装置の作製＞
　絶縁性基板３１としてのガラス基板上に、ＣＶＤ法によりＳｉＯ２膜からなるバッファ
層３２を形成したのち、ＣＶＤ法によって多結晶シリコン層を堆積し、次いで、通常のフ
ォトエッチ工程を用いて島状多結晶シリコン層３３を形成した（図３Ａ）。
　次いで、全面にＣＶＤ法によりＳｉＯ２膜を堆積させたのち、スパッタ法によりＡｌＮ
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ｄ膜を堆積させ、次いで、通常のフォトエッチ工程を用いてＳｉＯ２膜及びＡｌＮｄ膜を
パターニングしてゲート絶縁膜３４及びゲート電極３５を形成した（図３Ｂ）。
　次いで、ゲート電極３５をマスクとして、例えば、イオン注入法によりリンイオンをイ
オン注入することによって、ゲート電極３５の両側の島状多結晶シリコン層３３にソース
領域３６及びドレイン領域３７を形成して、残りの部分をチャネル層３８とした（図３Ｃ
）。
　次いで、ＣＶＤ法を用いて全面にＳｉＮ膜からなる層間絶縁膜３９を堆積させたのち、
通常のフォトエッチ工程を用いてソース領域３６及びドレイン領域３７に達するコンタク
トホール４０，４１をそれぞれ形成した（図３Ｄ）。
　次いで、全面にＡｌ／Ｔｉ／Ａｌ多層構造導電層を堆積させたのち、通常のフォトエッ
チ工程を用いてパターニングすることによって、ソース電極４２及びドレイン電極４５を
形成し、有機ＥＬ用ＴＦＴ基板を作製した（図４）。この作製した有機ＥＬ用ＴＦＴ基板
の上に、前記調製したアクリル系樹脂溶液をスピンコートにて塗布して、厚み０．８μｍ
の層間絶縁層を形成し、層間絶縁層上にアルミニウムをスパッタ法により堆積させて、厚
み１０ｎｍのＡｌ反射板を形成した。
　さらに、Ａｌ反射板上に前記調製した微粒子含有層形成液をスピンコートにて塗布し、
厚み３μｍの微粒子含有層を形成した。微粒子含有層、Ａｌ反射板、及び層間絶縁層にコ
ンタクトホール（有機薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）と後述するＩＴＯ電極（陽極）とを接
続するためのもの）を形成した後、ＩＴＯ（屈折率：約１．９）を蒸着し、厚み１００ｎ
ｍのＩＴＯ電極（陽極）を形成した。
　さらに、ＩＴＯ電極（陽極）の上に、有機化合物層（正孔注入層、正孔輸送層、発光層
、電子注入層）を順次形成した。まず、正孔注入層として、２－ＴＮＡＴＡ〔４，４´，
４´´－トリス（２－ナフチルフェニルアミノ）トリフェニルアミン〕を、５０ｎｍの厚
みに蒸着にて形成した。さらに、正孔輸送層として、α－ＮＰＤ〔Ｎ，Ｎ´－（ジナフチ
ルフェニルアミノ）ピレン〕を、５０ｎｍの厚みに蒸着にて形成した。さらに、発光層と
して、Ａｌｑ３［８－キノリノールアルミニウム錯体］を、５０ｎｍの厚みに蒸着にて形
成した。最後に、電子注入層として、ピリジン誘導体を、２５ｎｍの厚みに蒸着にて形成
した。
　その後、半透過陰極（Ａｌ電極、Ａｇ電極）を順次、蒸着にて成膜した。
　まず、Ａｌ電極として、アルミニウムを、１００ｎｍの厚みに蒸着にて形成した。さら
に、銀を、１００ｎｍの厚みに蒸着にて形成した。
　さらに、ＳｉＯＮを蒸着により成膜して、厚み２５μｍの封止層を形成し、封止層上に
、光硬化型エポキシ系接着剤を塗布して、厚み１００ｎｍの接着剤層を形成し、接着剤層
上に、ガラス基板を設けて封止し、トップエミッション型有機ＥＬ表示装置を作製した。
【０１２３】
＜ＴＦＴ駆動評価＞
　作製した有機ＥＬ表示装置の全ての画素をオン状態にし、欠陥画素がないかどうかを評
価した。欠陥画素がない場合を「１」、欠陥画素が全画素の０％を超え５％未満である場
合を「２」、欠陥画素が全画素の５％以上１０％未満である場合を「３」、欠陥画素が全
画素の１０％以上５０％未満である場合を「４」、欠陥画素が全画素の５０％以上である
場合を「５」とし、５段階評価を行った。結果を表１に示す。
【０１２４】
＜全光量測定＞
　作製した有機ＥＬ表示装置にフォトセンサー付きの積分球本素子を取り付け、５Ｖの電
圧を印加して光らせ、光取り出し面に出てくる全光量を測定した。相対的な全光量（後述
する比較例１の全光量を１とした全光量）を比較した結果を表１に示す。
【０１２５】
＜画像にじみ評価＞
　作製した有機ＥＬ表示装置に画像や文字を表示し、画像にじみの程度を以下の基準で目
視評価した。結果を表１に示す。
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＜＜評価基準＞＞
　全く画像にじみが見られない：１
　ほとんど画像にじみが見られない：２
　わずかに画像にじみがあるが問題ない：３
　画像にじみがある：４
　画像がにじんで視認性が明確に劣る：５
【０１２６】
（比較例１）
　実施例１において、微粒子含有層形成液として、微粒子分散液を添加したアクリル系樹
脂溶液を用いる代わりに、微粒子分散液を添加していないアクリル系樹脂溶液そのものを
用いた以外は、実施例１と同様にして、トップエミッション型有機ＥＬ表示装置を作製し
、ＴＦＴ駆動評価、全光量測定、及び画像にじみ評価を行った。結果を表１に示す。
【０１２７】
（実施例２）
　実施例１において、１０分間超音波分散を行った単分散（分散粒径分布測定のピーク値
１．１μｍ）の微粒子分散液を用いる代わりに、１０分間超音波分散を行なわない多分散
（分散粒径分布測定のピーク値２．８μｍ）の微粒子分散液を用いた以外は、実施例１と
同様にして、トップエミッション型有機ＥＬ表示装置を作製し、ＴＦＴ駆動評価、全光量
測定、及び画像にじみ評価を行った。結果を表１に示す。
【０１２８】
（実施例３）
　実施例１において、酸化亜鉛（重量平均粒径０．８μｍ、屈折率２．０、堺化学工業株
式会社製）の微粒子分散液（単分散、分散粒径分布測定のピーク値１．１μｍ）を用い、
樹脂に対する酸化亜鉛微粒子の体積分率が２０％となるように微粒子含有層形成液を形成
し、厚みが３μｍの微粒子含有層を形成する代わりに、メラミン（重量平均粒径２．０μ
ｍ、屈折率１．６５、日産化学製）の微粒子分散液（単分散、分散粒径分布測定のピーク
値２．３μｍ）を用い、樹脂に対するメラミン微粒子の体積分率が１５％となるように微
粒子含有層形成液を形成し、厚みが１０μｍの微粒子含有層を形成した以外は、実施例１
と同様にして、トップエミッション型有機ＥＬ表示装置を作製し、ＴＦＴ駆動評価、全光
量測定、及び画像にじみ評価を行った。結果を表１に示す。
【０１２９】
（実施例４）
　実施例１において、酸化亜鉛（重量平均粒径０．８μｍ、屈折率２．０、堺化学工業株
式会社製）の微粒子分散液（単分散、分散粒径分布測定のピーク値１．１μｍ）を用い、
アクリル系樹脂溶液としてメタクリル酸－ベンジルメタクリレート共重合体溶液（重量平
均分子量約１０，０００、メタクリル酸：ベンジルメタクリレート＝３：７（モル比）、
アクリル系樹脂の屈折率：１．５３、固形分４５％、溶媒：プロピレングリコールモノメ
チルエーテルアセテート（藤倉化成製））を調製し、前記アクリル系樹脂に対する酸化亜
鉛微粒子の体積分率が２０％となるように微粒子含有層形成液を形成し、厚みが３μｍの
微粒子含有層を形成する代わりに、ジルコニア（重量平均粒径０．６μｍ、屈折率２．３
、第一稀元素化学工業製）の微粒子分散液（単分散、分散粒径分布測定のピーク値０．７
μｍ）を用い、ポリイミド系樹脂溶液（固形分４５％、溶媒：プロピレングリコールモノ
メチルエーテルアセテート（藤倉化成製））を調製し、前記ポリイミド系樹脂に対するジ
ルコニア微粒子の体積分率が１０％となるように微粒子含有層形成液を形成し、厚みが２
μｍの微粒子含有層を形成した以外は、実施例１と同様にして、トップエミッション型有
機ＥＬ表示装置を作製し、ＴＦＴ駆動評価、全光量測定、及び画像にじみ評価を行った。
結果を表１に示す。
　なお、前記ポリイミド系樹脂は、ポリイミド前駆体から得られたものであり、前記ポリ
イミド前駆体の合成を以下の手順で行った。
　Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド（ＤＭＡｃ）（４０ｍＬ）に４，４´－ジアミノジフェ
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ニルエーテル（ＤＤＥ）（４．９ｇ）を溶解したものの中に、等モルのピロメリット酸二
無水物（ＰＭＤＡ）の粉末（５．５ｇ）を徐々に加え、約３時間攪拌することにより、ポ
リイミドの前駆体であるポリアミド酸（ＰＡＡ）を得た。
【０１３０】
（実施例５）
　実施例４において、樹脂に対するジルコニア微粒子の体積分率が１０％となるように微
粒子含有層形成液を形成し、厚みが０．８μｍの層間絶縁層を形成し、厚みが２μｍの微
粒子含有層を形成する代わりに、樹脂に対するジルコニア微粒子の体積分率が８％となる
ように微粒子含有層形成液を形成し、厚みが１．０μｍの層間絶縁層を形成し、厚みが５
μｍの微粒子含有層を形成した以外は、実施例４と同様にして、トップエミッション型有
機ＥＬ表示装置を作製し、ＴＦＴ駆動評価、全光量測定、及び画像にじみ評価を行った。
結果を表１に示す。
【０１３１】
（実施例６）
　実施例４において、ジルコニア（重量平均粒径０．６μｍ、屈折率２．３、第一稀元素
化学工業製）の微粒子分散液（単分散、分散粒径分布測定のピーク値０．７μｍ）を用い
、樹脂に対するジルコニア微粒子の体積分率が１０％となるように微粒子含有層形成液を
形成し、厚みが２μｍの微粒子含有層を形成する代わりに、ベンゾグアナミン（重量平均
粒径０．５５μｍ、屈折率１．６６、日本触媒製）の微粒子分散液（単分散、分散粒径分
布測定のピーク値０．５５μｍ）を用い、樹脂に対するベンゾグアナミン微粒子の体積分
率が１７％となるように微粒子含有層形成液を形成し、厚みが５μｍの微粒子含有層を形
成した以外は、実施例４と同様にして、トップエミッション型有機ＥＬ表示装置を作製し
、ＴＦＴ駆動評価、全光量測定、及び画像にじみ評価を行った。結果を表２に示す。
【０１３２】
（比較例２）
　実施例４において、ジルコニア（重量平均粒径０．６μｍ、屈折率２．３、第一稀元素
化学工業製）の微粒子分散液（単分散、分散粒径分布測定のピーク値０．７μｍ）を用い
、樹脂に対するジルコニア微粒子の体積分率が１０％となるように微粒子含有層形成液を
形成し、厚みが２μｍの微粒子含有層を形成する代わりに、シリカ（重量平均粒径１．０
μｍ、屈折率１．４３、日本触媒製）の微粒子分散液（単分散、分散粒径分布測定のピー
ク値１．０μｍ）を用い、樹脂に対するシリカ微粒子の体積分率が１５％となるように微
粒子含有層形成液を形成し、厚みが４μｍの微粒子含有層を形成した以外は、実施例４と
同様にして、トップエミッション型有機ＥＬ表示装置を作製し、ＴＦＴ駆動評価、全光量
測定、及び画像にじみ評価を行った。結果を表２に示す。
【０１３３】
（実施例７）
　実施例４において、有機ＥＬ表示装置の作製を以下のように変更して行い、ボトム型有
機ＥＬ表示装置を作製した以外は、実施例４と同様にして、有機ＥＬ表示装置を作製し、
ＴＦＴ駆動評価、全光量測定、及び画像にじみ評価を行った。結果を表２に示す。
【０１３４】
＜有機ＥＬ表示装置の作製＞
　　絶縁性基板３１としてのガラス基板上に、ＣＶＤ法によりＳｉＯ２膜からなるバッフ
ァ層３２を形成したのち、ＣＶＤ法によって多結晶シリコン層を堆積し、次いで、通常の
フォトエッチ工程を用いて島状多結晶シリコン層３３を形成した（図３Ａ）。
　次いで、全面にＣＶＤ法によりＳｉＯ２膜を堆積させたのち、スパッタ法によりＡｌＮ
ｄ膜を堆積させ、次いで、通常のフォトエッチ工程を用いてＳｉＯ２膜及びＡｌＮｄ膜を
パターニングしてゲート絶縁膜３４及びゲート電極３５を形成した（図３Ｂ）。
　次いで、ゲート電極３５をマスクとして、例えば、イオン注入法によりリンイオンをイ
オン注入することによって、ゲート電極３５の両側の島状多結晶シリコン層３３にソース
領域３６及びドレイン領域３７を形成して、残りの部分をチャネル層３８とした（図３Ｃ
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）。
　次いで、ＣＶＤ法を用いて全面にＳｉＮ膜からなる層間絶縁膜３９を堆積させたのち、
通常のフォトエッチ工程を用いてソース領域３６及びドレイン領域３７に達するコンタク
トホール４０，４１をそれぞれ形成した（図３Ｄ）。
　次いで、全面にＡｌ／Ｔｉ／Ａｌ多層構造導電層を堆積させたのち、通常のフォトエッ
チ工程を用いてパターニングすることによって、ソース電極４２及びドレイン電極４５を
形成し、有機ＥＬ用ＴＦＴ基板を作製した（図５）。この作製した有機ＥＬ用ＴＦＴ基板
の上に、前記調製した微粒子含有層形成液をスピンコートにて塗布し、厚み２μｍの微粒
子含有層を形成した。微粒子含有層にコンタクトホール（有機薄膜トランジスタ（ＴＦＴ
）と後述するＩＴＯ電極（陽極）とを接続するためのもの）を形成した後、ＩＴＯ（屈折
率：約１．９）を蒸着し、厚み１００ｎｍのＩＴＯ電極（陽極）を形成した。
　さらに、ＩＴＯ電極（陽極）の上に、有機化合物層（正孔注入層、正孔輸送層、発光層
、電子注入層）を順次形成した。まず、正孔注入層として、２－ＴＮＡＴＡ〔４，４´，
４´´－トリス（２－ナフチルフェニルアミノ）トリフェニルアミン〕を、５０ｎｍの厚
みに蒸着にて形成した。さらに、正孔輸送層として、α－ＮＰＤ〔Ｎ，Ｎ´－（ジナフチ
ルフェニルアミノ）ピレン〕を、５０ｎｍの厚みに蒸着にて形成した。さらに、発光層と
して、Ａｌｑ３［８－キノリノールアルミニウム錯体］を、５０ｎｍの厚みに蒸着にて形
成した。最後に、電子注入層として、ピリジン誘導体を、２５ｎｍの厚みに蒸着にて形成
した。
　その後、陰極（Ａｌ電極、Ａｇ電極）を順次、蒸着にて成膜した。
　まず、Ａｌ電極として、アルミニウムを、１００ｎｍの厚みに蒸着にて形成した。さら
に、銀を、蒸着速度１００ｎｍの厚みに蒸着にて形成した。
　さらに、乾燥剤付きの封止ガラスを設けて封止し、封止領域に乾燥窒素を封入してボト
ムエミッション型有機ＥＬ表示装置を作製した。結果を表２に示す。
【０１３５】
（比較例３）
　実施例７において、微粒子含有層形成液として、微粒子分散液を添加したポリイミド系
樹脂溶液を用いる代わりに、微粒子分散液を添加していないポリイミド系樹脂溶液そのも
のを用いた以外は、実施例７と同様にして、ボトムエミッション型有機ＥＬ表示装置を作
製し、ＴＦＴ駆動評価、全光量測定、及び画像にじみ評価を行った。結果を表２に示す。
【０１３６】
（実施例８）
　実施例１において、酸化亜鉛（重量平均粒径０．８μｍ、屈折率２．０、堺化学工業株
式会社製）の微粒子分散液（単分散、分散粒径分布測定のピーク値１．１μｍ）を用い、
アクリル系樹脂溶液としてメタクリル酸－ベンジルメタクリレート共重合体溶液（重量平
均分子量約１０，０００、メタクリル酸：ベンジルメタクリレート＝３：７（モル比）、
アクリル系樹脂の屈折率：１．５３、固形分４５％、溶媒：プロピレングリコールモノメ
チルエーテルアセテート（藤倉化成製））を調製し、前記アクリル系樹脂に対する酸化亜
鉛微粒子の体積分率が２０％となるように微粒子含有層形成液を形成し、厚みが０．８μ
ｍの層間絶縁層を形成し、厚みが３μｍの微粒子含有層を形成する代わりに、酸化チタン
（重量平均粒径０．５μｍ、屈折率２．６）の微粒子分散液（単分散、分散粒径分布測定
のピーク値０．７μｍ）を用い、ポリフェニレンエーテル系樹脂溶液を調製し、前記ポリ
フェニレンエーテル系樹脂に対する酸化チタン微粒子の体積分率が１０％となるように微
粒子含有層形成液を形成し、厚みが１μｍの層間絶縁層を形成し、厚みが２μｍの微粒子
含有層を形成した実施例１と同様にして、トップエミッション型有機ＥＬ表示装置を作製
し、ＴＦＴ駆動評価、全光量測定、及び画像にじみ評価を行った。結果を表２に示す。
　前記ポリフェニレンエーテル系樹脂溶液の調製を以下の手順で行った。
　トルエン６．０ｍＬに、３－メチルカテコール４．９６ｇと、ジヒドロピラン１．８１
ｍＬとを溶解させ、反応系を０℃～５℃に保ちながら、ｐ－トルエンスルホン酸ピリジン
塩０．０２５ｇを加えた。数分撹拌後、さらにトルエン２．０ｍＬに溶解させたジヒドロ
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ピラン３．６２ｍＬをゆっくり滴下した。さらに、パラトルエンスルホン酸ピリジン塩０
．０２５ｇを加え、窒素雰囲気中、室温で１時間撹拌した。反応溶液をエーテル６０ｍＬ
で薄め、０．２％水酸化ナトリウム水溶液で洗浄した。エーテル層を硫酸ナトリウムで乾
燥させ、エーテルを留去した。残った無色のオイル状の物質をカラムクロマトグラフィー
（シリカゲル、トルエン）により精製し、２－（テトラヒドロピラン－２－イル）オキシ
－６－メチルフェノールを得た。
　次に、塩化第一銅０．０３０ｇにピリジン１．０ｍＬを加え、窒素雰囲気下で撹拌し、
銅（ＩＩ）－ピリジン錯体の溶液を得た。これに、２－（テトラヒドロピラン－２－イル
）オキシ－６－メチルフェノールと２．６－キシレノールを合わせて６．０ミリモル（モ
ル比７５：２５）、硫酸ナトリウム及びトルエン５．０ｍＬを加え、室温で２時間反応を
行った。反応終了後、反応溶液をメタノール中に投じ、褐色の沈澱物を得た。得られた沈
澱物を濾別後テトラヒドロフランに溶解させ、少量の塩酸を加えて脱保護を行った。さら
に、これを塩酸水溶液に投じ、沈澱物を濾過及び水洗浄してポリフェニレンエーテル系樹
脂（重量平均分子量２３，０００、屈折率：１．６４）を得た。
　前記得られたポリフェニレンエーテル系樹脂３０質量部をシクロヘキサノン（関東化学
製）７０質量部に溶解したポリフェニレンエーテル系樹脂溶液を調製した。
【０１３７】
【表１】

【０１３８】
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【表２】

【０１３９】
　表１及び表２より、微粒子含有層における有機樹脂材料の屈折率（１．５３～１．６４
）が、透明電極（ＩＴＯ陽極）の屈折率（約１．９）よりも低く、微粒子含有層における
微粒子の屈折率（１．６５～２．６）が有機樹脂材料の屈折率（１．５３～１．６４）よ
りも高く、微粒子含有層における微粒子の重量平均粒径が０．５μｍ～５μｍであり、微
粒子含有層の厚みが２μｍ～１０μｍである実施例１～８の有機ＥＬ表示装置は、微粒子
含有層が設けられていない比較例１及び３の有機ＥＬ表示装置、及び微粒子含有層におけ
る微粒子の屈折率が有機樹脂材料の屈折率よりも低い比較例２の有機ＥＬ表示装置と比較
して、光の取出し効率（全光量）が向上していることが分かる。
　また、微粒子分散液の分散粒径測定において単分散であった実施例１、２、４～８の有
機ＥＬ表示装置は、微粒子分散液の分散粒径測定において多分散であった実施例３の有機
ＥＬ表示装置の光の取出し効率（全光量）よりも、光の取出し効率（全光量）がさらに向
上していると共に、画像にじみ評価の結果が良好であることが分かる。
【産業上の利用可能性】
【０１４０】
　本発明の有機ＥＬ表示装置は、光取り出し効率が向上し、高い輝度を有し、ボトムエミ
ッション型有機ＥＬ表示装置、及びトップエミッション型有機ＥＬ表示装置のいずれとし
ても好適であり、例えば、有機ＥＬ照明などに好適に用いることができる。
【符号の説明】
【０１４１】
　１　　ガラス基板
　２　　パシベーション層
　３　　層間絶縁層
　４　　有機薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）
　５　　反射板
　６　　微粒子含有層
　７　　透明電極（陽極）
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　８　　有機化合物層
　９　　対向電極（半透過陰極）
　１０　バンク
　１１　封子層
　１２　接着剤層
　１３　基板
　１４　コンタクトホール
　２０　対向電極（陰極）
　２１　封止ガラス
　２２　乾燥剤
　２３　封止領域
　３１　絶縁性基板
　３２　バッファ層
　３３　島状多結晶シリコン層
　３４　ゲート絶縁膜
　３５　ゲート電極
　３６　ソース領域
　３７　ドレイン領域
　３８　チャネル層
　３９　層間絶縁膜
　４０　コンタクトホール
　４１　コンタクトホール
　４２　ソース電極
　４５　ドレイン電極

【図１】
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